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群馬県農畜産物ブランド化推進方針
～「また食べたい！また買いたい！」～

ぐんまブランド 価値ある「モノ」から 価値ある「コト」へ



農政部長あいさつ

本県には、利根川水系の清らかな水、標高10ｍから1,400ｍまでの高低差、内陸性

気候の昼夜の寒暖差、日照時間の長さなど、おいしい農畜産物が育つ、恵まれた自然

条件があります。また、首都圏に位置し、高速交通網の結節点を有することから、国

内及び世界へ向けた輸送面で優位な立地条件にあります。

これらの利点を活かした農畜産物の生産は、食品関連産業と合わせて、首都圏の食

を支える重要な役割を果たしており、ウィズコロナ時代にあっては、その役割は益々

重要なものになると考えられます。

一方、本県では、これまで質の良い農畜産物を生産していれば、販路に困ることが

少なかったこともあり、生産者も行政も、消費者の認知向上に向けた取組が弱かった

ことも事実です。

農畜産物の消費や流通を取り巻く様々な状況の変化に伴い、本県農業が魅力ある産

業として大きく成長するには、本県農畜産物の提案の仕方や販売の方法を変えていく

必要があります。

そこで、これら状況の変化を捉えながら、本県産農畜産物に、消費者の生活の質の

向上に寄与しうる価値を作り、価値を伝え、その価値を見いだしていただくことに重

きを置いて、群馬県農畜産物ブランド化推進方針を策定しました。

この方針により、県下関係者が一丸となって取り組むことで、本県と県産農畜産物

の多くが、消費者にとってブランドと認識されること、そして本県のイメージアップ

につながっていくことを目指します。

群馬県農政部長 横室 光良

令和３年３月
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Ⅰ 方針策定の基本的な考え方

－１－

１ 農畜産物の消費を取り巻く状況

（１）多様化・高度化する消費者ニーズ

図１ 現在の食の志向（上位）の推移／２つ回答

出典：日本政策金融公庫「消費者動向調査（令和2年1月調査）」
調査時期：令和2年1月
調査方法：インターネットによるアンケート調査
調査対象：全国の20歳代から70歳代の男女2,000人（男女各1,0000人）

健康志向 ：41%
簡便化志向：36.9%
経済性志向：35.6%

人口減少・成熟社会を背景に、食料消費が量的拡大から質的向上にシフトする

中で、消費者ニーズはますます多様化、高度化しています。近年、特に消費者は

「健康」「安全」について強い関心を持つ一方で、自らのライフスタイルに合わ

せた食生活を嗜好する傾向にあります。また食が、生活にゆとりと潤いを与える

ことを望んでいます。

株式会社日本政策金融公庫の「消費者動向調査」（以下、「消費者動向調査」

という。）における食の志向は、「健康志向」「簡便化志向」「経済化志向」が

３大志向となっています。令和２年１月調査では、平成20年の調査開始以降初め

て「簡便化志向」が「経済性志向」を上回る結果となりました（図１）。食の志

向は年代や家族構成により大きく異なり、高齢者や家族世帯では健康志向が圧倒

的に高く、若齢層や一人暮らしでは簡便化志向が強い傾向となっています。

また、一般社団法人日本協同組合連携機構の「農畜産物等の消費行動に関する

調査－2019年度調査－」における食生活についての関心度は、どの年代において

も「食事のおいしさ」が第１位ですが、第２位は年代によって異なり、30代以下

は「食費の削減」、40代以上は「健康につながる食生活」となっています。



（２）農畜産物が持つ健康機能への関心の高まり

食と健康は一体不離の関係にあります。超高齢化社会を迎えるにあたり、適切

な食生活の実践による健康増進や健康寿命の延伸は、重要な課題となっています。

「消費者動向調査」によれば、消費者の食の志向は、ここ数年「健康志向」が

常にトップとなっています。

平成25年度上半期の「消費者動向調査（特別設問）」によれば、「健康を増進

する成分を含む農産物やその加工食品」について、男性は56％、女性は58％が「食

べたい」と回答し、うち７割の消費者は割高でも購入すると回答しています。

健康な食生活の根源は、いうまでもなく農業が生み出す農畜産物です。

今後は生産者が農畜産物の健康機能へ果たす役割を意識しながら、健康に関与

する成分を多く含む品種の選択、成分を高める生産方法の工夫等に取り組む必要

があります。

また、栄養成分や味等の価値は外観からはわからないことから、それら成分の

含有量や役割、効能を高める食べ方等の情報を、消費者にわかりやすく伝えるこ

とが重要となってきます。

出典：日本政策金融公庫「平成25年度上半期消費者動向調査（特別設問）」
調査時期：平成25年7月
調査方法：インターネットによるアンケート調査
調査対象：全国の20歳代から70歳代の男女2,000人（男女各1,0000人）

図３ 健康を増進する成分を含む農産物を食べたいかどうか

図４ 価格許容度

－２－

※図3において「食べたい」と回答した人を対象



（３）新型コロナウイルス感染症による影響

2019年に始まった新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的な拡大は、

人々の行動様式や生活様式に変化をもたらし、経済にも大きな影響を与えていま

す。

この影響は当面長引くことが予想される中、今後の農畜産物の生産・流通・販

売においては、人口減少や超高齢化などの社会構造の変化を見据えながらも、消

費者意識やライフスタイルの変化を捉え、対応していく必要があります。今後は

消費者のニーズやライフスタイルを分析し、きめ細かく対応する力が競争力につ

ながっていくものと考えられます。あわせて、コロナ禍で浮き彫りになった課題

への対応が求められています。

健康への関心の高まり 農畜産物に含まれる健康に関与する成
分の強化、効果的な摂取方法の提案

安全への関心の高まり 生産現場の理解促進、栽培・生産履歴
の見える化、地産地消の推進

衛生への関心の高まり 非接触、個包装、宅配やEC※への対応

食品ロスや環境への関心の高まり フードシェアリングの推進、小規模分
散型の生産構造

移動制限による巣ごもり消費・内食傾向 宅配やECへの対応

節約志向の高まり 生産コスト削減（農業のスマート化の
推進等）、流通合理化によるコストの
削減、需要が減少した高級食材等の需
要喚起

簡便化志向の高まり 食材セットの販売、調理方法の提案

長距離移動を伴う旅行や外食の代償とし
ての食やコト消費への需要の高まり

食のニーズへの多様化に対応した生
産・販売の提案

【消費者の意識・行動の変化と求められる対応】

限定販路のリスク 販売チャネルの多様化

流通における長いサプライチェーンの脆
弱性の露呈

サプライチェーンの短縮化、生産・流
通の域内回帰、地産地消の推進

各国の輸出規制措置による食料安全保障
の危うさ

生産・流通の域内回帰、地産地消の推
進、食料、労働力、生産資源の自給自
足

外国人頼みの生産構造

【コロナ禍により浮き彫りになった課題と求められる対応】

－３－

※Electronic Commerceの略で、「電子商取引」の意味。インターネット上でモノやサービスを売買すること全般を指す。



－４－

２ 農畜産物のブランド化により目指す姿

〇本県産農畜産物の価値が消費者に認められ、選ばれる農畜産物となること

〇生産者の販路が安定し、農業が魅力ある産業として大きく成長すること

〇本県産農畜産物の多くが、消費者にとってブランドと認識され、本県のイメー

ジアップにつながっていくこと

〇本県産の農畜産物等が海外においてもブランドとして認知され、多様な販売網

の確立や産地の活性化につながっていくこと

〇県民の県産農畜産物への愛着を醸成するとともに、県民の健康で豊かな生活を

実現すること



－５－

～「モノ」視点とは、「コト」視点とは～

農畜産物は、作り手側から見れば「生産物」「製品」「モノ」として捉えられ
がちですが、消費者はこれを「食」すなわち「食べるコト」として捉えています。

本方針では、同じ農畜産物でも捉える視点の違いが重要との考えから、

◆「モノ視点」＝ 農畜産物（=「モノ」）を作る側（生産側）の視点
◆「コト視点」＝ 農畜産物を食べる（=「コト」）側（消費側）の視点

として表記することとします。

これまでの農畜産物の生産・販売は、生産する側の立場からみた「良いモノ」

を、売り方や見せ方により、その価値を消費者に認めさせる「モノ視点でのブラ

ンド化」になる場合が多い傾向にありました。

農畜産物の消費を取り巻く状況の変化に伴い、従来と同じ方法のままでは、

「消費者に選ばれる」ことが難しくなっています。また、コロナ禍の影響により、

食の消費嗜好はますます多様化し、健康への関心は一層高まることが予想されま

す。

「消費者に選ばれる農畜産物」となるためには、それぞれの消費者の食べる目

的や食べる場面までを意識した生産と販売を行い、その農畜産物を購入したこと

により起こる「コト」を併せて提案することで、「食べる価値あり」「買う価値

あり」と価値を見いだしてもらえるような、「コト視点でのブランド化」に取り

組む必要があります。

本方針は、以上を踏まえた上で次の視点に立って策定するものとします。

農畜産物を単なるモノではなく「食べるコト」につなげる売り方に転換する、

という意識のもと、

〇多様化する消費者ニーズに柔軟に対応します。

〇農畜産物を「食べるコト」として提案する機会を創出します。

〇高まる健康志向に対応するため、健康的な食生活の実現に寄与することを意識

した農畜産物の生産と販売に係る取組を支援します。

〇農畜産物が持つ価値を、消費者にわかりやすく伝えます。

３ 目指す姿を実現するための視点



－６－

４ スローガン

５ 策定の意義

本県及び本県農業のイメージアップを図るため、農畜産物の多くがブランドとして認

識されるよう、共通認識の下、県下一丸となって取り組むための方針を示すものです。

６ 位置づけ

「群馬県農業農村振興計画2021-2025」を上位計画とする、県産農畜産物のブランド

化及び消費・販売促進を図るための部門方針として位置づけます。

７ 方針の実施期間

令和３年度から令和７年度の５年間とします。

～「また食べたい！また買いたい！」～

ぐんまブランド 価値ある「モノ」から 価値ある「コト」へ



８ 目標の推進

本方針の推進にあたっては、着実に推進していくための目安、意識すべき着眼

点として、目標設定を行います。

設定した目標に向けて、年度ごとに進行管理を行います。その際、農業や食を

巡る情勢の変化などにより、施策内容や目標が現実と大きく乖離した場合には、

必要な見直しを行い、適切な方針とします。

（１）目標設定

（２）推進体制

本方針実施期間内での数値目標の達成に向けて、農業農村振興計画2021-2025

重点プロジェクトを母体として取組を進めます。

消費者や関係団体、企業等それぞれの立場からの意見を求めるとともに、県下

一丸となった取組となるよう、群馬県農畜産物ブランド戦略協議会と連携を図り

ながら取り組みます。

－７－

（３）目標を実現するための取組

本方針の目標を実現するために必要な施策を検討し、必要に応じた事業化を行

います。

事業化に伴い、「Ⅳ 個別方針と取組内容」の取組内容も、年度ごとに見直し

を行います。





Ⅱ ブランドのとらえ方

－９－

１ ブランドとは何か

（１）ブランド

「ブランド」という言葉については、流通分野だけでなく様々な場面で使用さ

れ、狭義広義に多様なイメージが存在しており、一つの定義、理解、用法が定

まっていないのが現状です。

農畜産物に関わる行政、生産、流通、消費など多くの関係者が、県が進めるべ

きブランド化に向けた取組について理解し共有していくためには、この「ブラン

ド」という言葉のイメージを共有することが重要です。

このため、本方針では、県産農畜産物のブランド化という取組を進めるに当た

り「ブランド」や「ブランド化」といった用語について、以下の考え方で用いる

こととします。

「ブランド」は本来、識別性を意味し、商品や企業などの存在を、他者と異な

るものとして区別して認知させるための要件を指す用語です。

一方で、消費者は農畜産物を購入する際、そのおいしさや新鮮さといった品質、

あるいは機能性、価格、調達の容易さ、過去の経験からもたらされる期待感など、

様々な価値を感じとり、その人なりに農畜産物の優位性を見いだし、数多くの類

似の農畜産物の中から選択しています。

このことを踏まえつつ、本方針では、県産農畜産物を消費者が選択しようとす

る場合に、「食べる価値あり」「買う価値あり」と消費者自身が抱く価値の総体

を「ブランド」として定義します。

すなわち、「ブランド」は、その農畜産物にあるのではなく、その農畜産物を

選ぼうとする消費者自身が抱く概念であり、消費者一人一人の経験や思いにより

生み出されるものです。

「ブランド」はけっして「多くの人から支持されるモノ」「高価格でも支持さ

れ購入される高級品」ではなく、例え一個人でも消費者が価値を認めて選択して

購入したとすれば、その人にとってはその農畜産物がブランドである、と言えま

す。



－10－

（２）ブランド化

〇 農畜産物の「ブランド化」は、消費者一人一人の経験や思いに起こる

〇 多くの人に農畜産物の「ブランド化」が起こることで、強い「ブランド」と

なり、その農畜産物の消費の拡大が起こる

「ブランド化」という言葉のイメージ共有のポイント

「ブランド」という言葉のイメージ共有のポイント

〇 「ブランド」とは、農畜産物を購入する動機として「食べる価値あり」「買

う価値あり」と消費者が抱く価値感である

〇 「ブランド」とは、消費者一個人からの支持でも成立しうる（支持者の多少

によらない）

〇 消費者は様々な価値感により「ブランド」として認めており、すべての農畜

産物に「ブランド」化が起こる可能性がある

〇 「ブランド」により、消費者は産地、生産者、価格などを選択して農畜産物

を購入する

ある農畜産物が、消費者に認知されるだけでなく、そこに「食べる価値あり」

「買う価値あり」と価値を見いだされることを「ブランド化」と定義します。

消費者は、様々な機会、経験を通じて農畜産物を認知しますが、ただ存在を認

知するだけでは購入という行動には結び付きません。その農畜産物に関する情報

が適切に消費者に伝わり、消費者の思いが高まることで初めて「ブランド化」が

起こります。

消費者の思いを高めるためには、品質や機能性、価格のほか、食べ方、楽しみ

方といった情報も重要です。情報を伝える経路としては、マス媒体だけでなく、

既にその農畜産物をブランドとして認めている消費者からの口コミ、生産者から

消費者への情報発信なども有効です。

農畜産物が価値を備え、その情報が適切に伝わることにより、多くの人に農畜

産物の「ブランド化」が起こり、その農畜産物の消費拡大、ブランド力の強化に

つながります。



（３）ブランド化に向けた取組

〇 「ブランド化に向けた取組」の主体は生産者であり、県はその取組を支援

する

〇 消費者の思いごとに異なる「ブランド化」の要因のうち、一定の共通性が

「強み」である

「ブランド化に向けた取組」という言葉のイメージ共有のポイント

消費者から「食べる価値あり」「買う価値あり」と認識されるよう、主に生産

者自らが働きかける様々な取組を「ブランド化に向けた取組」と定義します。

ブランド化に向けた取組の概念図を「ブランド・ループ（反芻、繰り返し）」

として次頁に示すとともに、下表に整理します。このループが繰り返されること

でブランドが強化され、需要の拡大につながります。

① 選択・購入 一部の消費者が、その価値を認め、農畜産物を購入する
＝「ブランド化」

② ブランド化要因の確認 ある農畜産物について、どのような価値が消費者に認め
られ、「ブランド化」したのか、その要因を確認する

③ 強みの選定
強みを備えた生産

その中から他の消費者と共有される可能性のあるもの
（一定の共通性のあるもの）を「強み」として選び出し、
全ての商品に「強み」が備わるよう生産を行う

④ 強みが備わっていることの発信
強みを最大にする食べ方の提案

その農畜産物に「強み」が備わっていることを広く消費
者に情報提供し、さらには「強み」を最大化できる用法
（食べ方）を提案する

⑤ 多くの消費者が、選択・購入 多くの消費者がその価値を認め、選択・購入する
＝ブランド力※の強化

⑥ 需要の拡大 多くの人に農畜産物の「ブランド化」が起こることで、
強い「ブランド」となり、その農畜産物の消費拡大が起
こる

また、消費者から正しく識別され認知してもらうため、「誰が生産し」「どの

ような強みがあるか」（産地と価値＝農畜産物の個性）を商品に添えて明示する

ことも必要となります。

県は、こういった生産者や産地としての「ブランド化に向けた取組」を支援し、

県産農畜産物の「ブランド化」及び、これらの繰り返しによる「ブランド力※の

強化」を促します。また多くの「ブランド農畜産物」を生み出す産地として、群

馬県農業のイメージアップに取り組みます。

ブランド化に向けた取組の概念図「ブランド・ループ（次頁）」の説明

－11－
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※「ブランド力」とは
ブランド化に向けた取組の結果、従前
品や競合品よりも消費者に選択されるよう
になること

一部の
消費者

農畜産物

生産者

多くの消費者

①選択・購入
＝ブランド化

ブランド化要因の
確認

③

強みが備わっていることの発信
強みを最大化する食べ方の提案④

⑤多くの消費者が
選択・購入

＝ブランド力※強化

⑥需要の拡大

②

ブランド化に向けた取組の概念図
～ブランド・ループ～

強みの選定
強みを備えた生産

③
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所 得 数量単価

ブランド力

単価に直接作用する

２ ブランド化で期待される効果

「ブランド化」は、生産者の意識や群馬県という産地イメージにも作用します。

生産者に誇りが生まれ、「担い手確保」という効果も期待できると言えます。ま

た多くの「ブランド」が生み出される群馬県というイメージが定着し、「県全体

のイメージアップ」にもつながります。

費用

生産拡大、単収増加、
省力化等の取組

（１）生産者にもたらされる効果

（２）県にもたらされる効果

ブランド化に向けた取組を適切に進めることにより、様々な効果が期待できま

すが、最も重視すべき効果は単価の優位性の獲得です。

多くの消費者に「ブランド化」が起こり、強い「ブランド」に成長することで、

品質等が全く同一だった場合、「ノン・ブランド」品よりも高い価格で販売する

ことが可能となります。

農畜産物の販売額は、「単価」と「数量」の積によって成立しますので、数量

を増やさずとも、ブランド化により、販売額を増加することが可能となります。

農業所得は、販売額から費用を除いて算出します。これまでは、数量を増加す

る取組や、費用を削減する取組が重要視され、県もその取組を支援してきました

が、今後は、「単価に作用するブランド化に向けた取組」への支援を強化するこ

とで、生産者の所得向上と経営の安定化を推進していくこととします。

今後は、単価に作用するブラ
ンド化に向けた取組への支援
を強化
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県産農畜産物のブランド化でもたらされる効果

ブランド化の成果
（アウトプット）

効 果
（アウトカム）

未
来
へ
紡
ぐ
！
豊
か
で
成
長
し
続
け
る
農
業
・農
村
の
確
立

インプット

担い手確保

県全体の
イメージアップ

県ＧＤＰ・
県民所得の拡大

需要拡大

誇り醸成

有利な販路の確保

単価の優位性の獲得

農畜産物ブランド
の創出

個
別
事
業
へ
の
取
組
（19
頁
以
降
）

収益性向上



また食べたい！
また買いたい！

個 性
特 性

品 質

（農畜産物）

コ

ト

（

食

べ

る

）

モ

ノ
（
農
畜
産
物
）

⚫ 品質の土台の上に個性・
特性（とんがり部分）が
あって「強み」となる

⚫ 「コト」視点に立って「強
み」を作る

⚫ 「強み」をわかりやすく伝
える

⚫ 強みを最大にする食べ方
を提案する（→消費者に
とって、農畜産物の価値
が増強される）。

⚫ 出会いの場を創出（体験
を通じて記憶・印象に残す、
共感を呼ぶ）

【例】
味覚、香り、食感
形状、サイズ、色
パッケージ
生産・栽培方法
品質基準
ストーリー
用途の限定
売る場所
希少性
安全性

食

（消費）

－15－

Ⅲ 基本方針
方針

１ 基本方針 （その１）

農畜産物を単なるモノではなく「食べるコト」につなげる売り方に転換する、とい

う意識に立った生産と販売を行うことで、消費者に食べる価値を見いだしてもら

えるような「コト視点」のブランド化を推進します。

価 値

【例】
農食関連イベント
農業体験
農泊
アウトドア
観光
料理教室 など

ブランド化に向けた取組

理解が深まる。
価値が高まる。

心を打つ
「刺さる」

★消費者の、食べる目的や食べる場面までを意識した生産と、その消費者に

向けた「強み（個性・特性）」作りを支援します。

★「強み」を明確にし、強みを最大にする食べ方の提案を支援します

（＝「食べるコト」としての提案）。

★農畜産物を「食べるコト」が記憶や印象に残るような、農と食の出会いの

場を創出します。

価値の
ベクトル

農

（生産）

認知向上

農と食が
出会う場

消費者とのコミュ
ニケーション、体験
を通じて理解を深
め、記憶に残す

農と食の出会いの場

食べる価値あり！
買う価値あり！

強みとなる個性・特性
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（例）規格、鮮度、
安全性、おいしさ

「良いモノ」を作り、見せ方や売り方で
消費者に価値あるモノと認めさせる。

⚫統一ロゴマークの導入
⚫ぐんま・すき焼きアクションの推進
⚫ぐんまアグリネットを活用した情報発信
⚫農畜産物等の輸出推進
⚫野菜主要品目等の広報PR
⚫６次産業化による高付加価値化
⚫女性の視点を活かしたブランド化

モノ視点の価値
-五感で感じるスペック重視-

「モノ」視点のブランド化これまで

H28～R1
群馬県農畜産物ブランド力強化基本戦略

単に「モノ」として売るだけのやり方では、消費者に
選ばれることが難しくなってきている

課 題

（例）
「食べることで健康になるコト」
「料理することを楽しむコト」
「家族・友人と楽しんで食べるコト」
「アウトドアで食べるコト」
「お祝いとして贈るコト」

コト視点の価値

「食べる価値あり」「買う価値あり」

「モノ」視点から「コト」視点への転換対応策

「モノ」を作る段階で

消費者の「食べるコト」

につながる「強み」を

準備する

まずはターゲットを明確化
→ 備えるべき要素（強み）と、提案する「コト」が見えてくる

群馬県が目指すブランド化

（例）必要な「モノ」の要素→提案する「コト」
〇健康機能性成分＋食べ方・効能→「健康維持、増進」
〇小分けパッケージ→「お一人様でも無駄なく楽しめる」
〇大きいいちご＋パッケージの工夫→「大切な方へ贈る」
〇柔らかい肉質＋調理方法→「高齢者でも食べやすい」

「農畜産物」を単なる
「モノ」として終わらせ
ず、印象や記憶に残る
「コト」視点の価値を提
案し、価値を高める必要
性が生じている。

記憶に残り
生活の質
を高める

◎ 消費者ニーズの多様化、高度化
◎ 農畜産物が持つ健康機能への

関心の高まり

消費者に
認めてもらう
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方針体系図

２ 基本方針 （その２）

群馬県農業農村振興計画の多くの施策が、ブランド化の主役となる農畜産物の

生産に関係するものであることを意識し、関係者が一体となり、主要施策「豊富

で多彩な県産農畜産物の需要拡大」の実現に向けて取り組みます。

新たなブランド品種・品目・産地の育成

情報発信力の強化

輸出促進

６次産業化

地産地消推進

未来につながる担い手確保と経営基盤の強化【人・農地】

次世代につなぐ収益性の高い農業の展開【収益性向上】

豊富で多彩な県産農畜産物の需要拡大【需要拡大】

魅力あふれる農村の持続的な発展【魅力度向上】

ニューノーマルがもたらす農村の新たな価値の創出【価値創出】

群馬県農業農村振興計画
基本目標：「未来へ紡ぐ！豊かで成長し続ける農業・農村の確立

群馬県農畜産物ブランド化推進方針
「また食べたい！また買いたい！」ぐんまブランド価値ある「モノ」から価値ある「コト」へ

ブ
ラ
ン
ド
化
に
向
け
た
取
り
組
み
を

推
進
す
る
個
別
方
針

施
策
体
系





消費者から「食べる価値あり」「買う価値あり」と認知してもらえる農畜産物の生

産及び販売に、産地・生産者自らが意欲的に取り組む環境づくりを進めること

で、新たなブランド品種・品目及び産地の育成を推進します。

到達イメージ 県内の生産者が、自ら生産する農畜産物の強みを理解し、その強
みを活かす生産と販売に取り組むことで、消費者に価値が認知さ
れ、多くの品種・品目がブランドになり、ブランド力を高めます。

到達に向けた手段
に係る数値目標

群馬県産農畜産物を「買いた
い」「食べたい」と感じている
消費者の割合

令和2年度（基準年）：31.5%
↓

令和7年度（目標年）：33.6%

オリジナル品種の育
成

県がこれまで育成した多くの優良品種を活かし、消費者が価値
を認知できる品種開発を進めます。

技術開発・導入支
援・技術指導

一般品種も含め、品種の強みを最大に発揮する生産技術の開
発・導入支援、技術指導を行います。

強みを備えた安定生
産の推進

品目、品種ごとの強みについて、味、形、成分など農畜産物特
有の品質のバラツキをなくし、安定的な生産・販売を進める取
組を支援します。

消費者への情報発信
と、消費者・市場
ニーズの把握の推進

生産者が直接消費者等に働きかけを行う機会をつくり、生産者
による情報発信及び消費者・市場ニーズの把握を支援すること
で、消費者目線と「コト視点」に立った生産を推進します。

オリジナル品種の育成

強みを備えた安定生産
の推進

消費者への情報発信と、
消費者・市場ニーズの

把握の推進

技術開発・導入支援・
技術指導

品種育成からＰＲまで全行程で連携して生産者を支援

１ 新たなブランド品種・品目・産地の育成

• これまで県は、関係者と連携し、様々な工夫を凝らしたＰＲを実施しましたが、その

考え方は、生産者から見た「良いモノ」を売り方・見せ方で消費者に認知させるとい

う、いわゆる「モノ視点」での取組によるものでした。

• これからは、県は、消費者に「食べるコト」で価値を見いだしてもらう「コト視点」

でブランド化に向けた取組を促進し、この考え方に基づいて主体的に消費者へ働きか

ける産地・生産者を支援します。

県が行う具体的な取組
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Ⅳ 個別方針と取組内容
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オリジナル
品種の育成

技術開発･
導入支援・
技術指導

強みを備え
た安定生産
の推進

消費者への
情報発信

消費者・市
場ニーズの
把握の推進

農政課 ◎ ◎ ◎ ○

農業構造政策課 ◎ ○

技術支援課 ◎ ◎

蚕糸園芸課 ○ ◎ ◎

ぐんまブランド推進課 ○ ◎ ◎

畜産課 ○ ◎ ◎

農村整備課 ◎

農業事務所 ◎ ◎ ○ ○

試験研究機関 ◎ ◎ ○ ○

◎：主要な課・所、○関連する課・所

具体的な施策

【オリジナル品種の育成】

○育成者権の管理及び職員勤務発明の認定（農政課）

育成者権など知的財産権の管理及び職員勤務発明の認定を行います。

○高収益イチゴ品種の育成（農業技術センター）

①食味が優れ、②早くから収穫でき、③収量性が高く、④病害に強く、⑤省力化

につながる品種を育成します。

○果樹の新品種育成と適応性検定試験（農業技術センター）

大玉で生理障害や病害が少なく、加工適性の高いうめを育成します。また、直売

向けの８月上中旬及び９月に収穫できるなしを育成します。

○花きの品種育成（農業技術センター）

小ぎくの病害抵抗性品種を育成します。また、全国有数の産地である鉢物アジサ

イの、小輪、多花性など多様な品種を育成します。

○リンゴの新品種育成（農業技術センター）

本県はりんご栽培面積の４３％を県育成品種が占めています。変化する消費者の

要望に対応して、多様で高品質な新品種を育成します。

○ブルーベリーの新品種育成（農業技術センター）

県内に観光客が多い８月が収穫期となる品種や、市場で求められる早い時期に収

穫する品種を育成します。

○コンニャク品種育成試験（農業技術センター）

病気に強く、高品質で多収性のこんにゃくいもを育成します。

農政部各課所の取組

※ 次ページへ続く
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【オリジナル品種の育成】

○オリジナル蚕品種の性状維持・改良（蚕糸技術センター）

繭糸の太さや色に特徴のある群馬オリジナル蚕品種を育成します。

○マス類新品種等の開発（水産試験場）

飼料の改良や新たな技術の導入により、新たなブランド魚の開発に取り組みます。

○繁殖基礎牛群の育種価を用いた選抜・改良（畜産試験場）

脂肪交雑や枝肉重量に優れた黒毛和種繁殖牛の選抜・改良を推進します。

【技術開発・導入支援・技術指導】

○制度資金や補助事業を活用した支援（農業構造政策課、農業事務所）

新品種等の導入に取り組み、経営規模の拡大、所得向上を図るために必要な機械

や施設の整備を支援します。

○補助事業の活用による産地振興（蚕糸園芸課、畜産課、農業事務所）

産地強化を図るため、先端技術の技術指導及び導入等を支援します。

○遺伝子組換えカイコの実用生産に関する研究（蚕糸技術センター）

農家による遺伝子組換えカイコの安定した繭生産を図るため、品種の維持改良、

飼育技術や低コスト人工飼料の開発を行います。

○２年成熟率の低い３年成熟系ニジマスの固定化試験（水産試験場）

県育成ニジマス「ギンヒカリ」の生産性を高めるため、早期成熟を抑制する養殖

技術を開発します。

○ハコスチの品質向上と生産量増大（水産試験場）

県育成遊漁「ハコスチ」の普及を推進するとともに、品質の維持向上を図ります。

【強みを備えた安定生産の推進】

○新規導入品目による産地化支援（技術支援課、農業事務所）

技術的、経営的な評価で、地域に適した新規導入品目により、新たな産地化を支

援します。

○産地の担い手確保と生産技術力の向上（技術支援課、農業事務所）

産地を支える担い手を確保するとともに、農畜産物の生産性や品質向上に向けて､

技術指導、経営指導に取り組みます。

○リンゴ県育成品種の生産振興（蚕糸園芸課）

濃厚な食味と食感の優れたりんご新品種「紅鶴」の生産拡大とＰＲを行います。

○全国和牛能力共進会出品対策（畜産課、農業事務所）

令和４年に鹿児島県で開催される全国和牛能力共進会での上位入賞に向け、出品

対策に取り組みます。

具体的な施策

※ 前ページから続く

※ 次ページへ続く
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【強みを備えた安定生産の推進】

○黒毛和種高能力受精卵の生産と供給（畜産課、畜産試験場）

高能力繁殖雌牛の受精卵を和牛改良組合に供給し、黒毛和種の改良を加速化し

ます。

○上州地鶏の振興（畜産課、畜産試験場）

県内唯一の地鶏である「上州地鶏」の生産及び消費拡大対策を行います。

○豊かな水の活用と生産基盤の整備により産地作りを支援

（農村整備課、農業事務所）

畑地かんがい用水の導入や、田畑の大区画化をすすめ耕作条件を改善し、良質

な農作物の産地形成を支援します。

○遺伝子組換えカイコの実用生産に関する研究（蚕糸技術センター）〔再掲〕

農家による遺伝子組換えカイコの安定した繭生産を図るため、品種の維持改良、

飼育技術や低コスト人工飼料の開発を行います。

○養蚕農家等への技術支援（蚕糸技術センター）

高品質の繭を安定生産するための飼育技術開発や、養蚕農家への技術指導を行い

ます。

○ハコスチの品質向上と生産量増大（水産試験場）〔再掲〕

県育成遊漁「ハコスチ」の普及を推進するとともに、品質の維持向上を図ります。

【消費者への情報発信】

○首都圏販売店における県産青果物等販売支援（ぐんまブランド推進課）

生産者団体等と連携し、ブランド潜在力のある品目を掘り起こし、首都圏販売店

における県産青果物等の販売を支援し、消費者や流通関係者の評価に基づく生産

の改善を推進します。

○リンゴ県育成品種の生産振興（蚕糸園芸課）〔再掲〕

濃厚な食味と食感の優れたりんご新品種「紅鶴」の生産拡大とＰＲを行います。

○上州地鶏の振興（畜産課、畜産試験場）〔再掲〕

県内唯一の地鶏である「上州地鶏」の生産及び消費拡大対策を行います。

【消費者・市場ニーズ等の把握の推進】

○首都圏販売店における県産青果物等販売支援（ぐんまブランド推進課）〔再掲〕

生産者団体等と連携し、ブランド潜在力のある品目を掘り起こし、首都圏販売店

における県産青果物等の販売を支援し、消費者や流通関係者の評価に基づく生産

の改善を推進します。

具体的な施策

※ 前ページから続く



２ 情報発信力の強化

農畜産物の価値を明確にし、消費者にわかりやすく適切に伝えるとともに、消

費者が農畜産物を「コト」として消費できる場を提供します。

多彩なメディアの活用や関係機関や民間企業と連携した産地ＰＲ、通信販売

の推進等により、多彩な農畜産物のある群馬県のイメージを向上させます。

到達イメージ 消費者の購入意欲を喚起するため、様々な農畜産物を話題化して、
メディアやインターネットに露出する回数が目標になります。

到達に向けた手段に
係る数値目標

ＰＲ動画の年間総視聴回数 令和２年度（基準年）：15,097回※

↓
令和7年度（目標年）：30,000回

• エピソードベースのＰＲに留まらず、Ｇ-アナライズ＆PRチーム（※１）の取組等により

エビデンスを付与することで、消費者への訴求力を高めます。

• イベントの開催やオンラインミーティングシステムの活用、観光等他分野との連携に

より、体験を通じ、消費者の共感を得て記憶に残るような働きかけを行います。

• パブリシティ（※２）や各種メディアを活用し、積極的な情報発信を行うとともに、

「ぐんまちゃん」や 「GUNMA QUALITY」などのロゴマークを組合せ、 誰からも

「 群馬県産 」 と認識してもらえるようにします 。

パブリシティ

イベント

ネット動画配信

１つの情報を
様々な媒体で
発信することで、
消費者の
情報接触機会を
増加させます

※１ Ｇ-アナライズ＆ＰＲチームとは、群馬県産農畜産物の「健康」や「おいしさ」に関与する成分を分析し、その強みを効果
的な販売戦略や生産性の向上につなげることを目的とした、知事直轄のプロジェクトチーム。県農政部を中心に試験研
究、販売促進、生産振興などに関わる職員により構成される

※２ パブリシティとは、マスメディアに様々な情報を提供し、ニュースとして報道されることで多くの人に情報伝達されるよう
働きかける広報手法をいう

・生産のエピソード
・機能性
・含まれる成分
・食べ頃
・利用場面
・購入できる場所 etc・・・

県が行う具体的な取組
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Ｇ-アナライズ＆ＰＲ
チームの活動

県産農畜産物のおいしさや健康に関与する成分を分析して強み
を明確にし、プロモーションを一体的に行います。

イベントの開催やオ
ンラインミーティン
グ等体験の場の創出
によるＰＲ

企業と連携し、料理教室、期間限定メニュー、広告宣伝など
様々なイベント等の実施により、消費者が農畜産物を「コト」
と捉え、印象に残る取組を行うことで県産農畜産物の活用とＰ
Ｒを行います。

話題づくりと消費者
を意識したパブリシ
ティ

農畜産物、産地や生産者など様々な話題を、テレビ 、新聞な
どに積極的に提供し、取り上げてもらうことで、県産農畜産物
の認知度向上を図ります。

情報配信によるＰＲ ホームページ、ＳＮＳの他、県庁動画スタジオを活用し、県が
伝えたい情報をそのまま、県が主体的に情報発信します。

情報

※令和2年度実績値
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Ｇ-アナライズ
＆ＰＲチームの
取組

イベントやオンライ
ンミーティング等体
験の場の創出によ
るＰＲ

話題づくりと
消費者を意識し
たパブリシティ

情報配信に
よるＰＲ

農政課 ○ ○ ○

農業構造政策課 ○

技術支援課 ○ ○ ○ 〇

蚕糸園芸課 ○ ◎ ○ ◎

ぐんまブランド推進課 ◎ ◎ ◎ ◎

畜産課 ○ ○ ◎

農村整備課 ○

農業事務所 〇 〇 〇

試験研究機関 ○ 〇 〇

◎：主要な課・所、○関連する課・所

具体的な施策

【イベント等体験の場の創出によるＰＲ】

○東京都中央卸売市場における販売促進会の開催（蚕糸園芸課）

東京都中央卸売市場において、仕入れ担当者などに向けて県産青果物をＰＲし、

県産青果物の消費拡大とイメージアップを図ります。

○ぐんまバラフェスタ（蚕糸園芸課）

県内生産したバラ品種を商業施設等に展示し、群馬県が高品質バラ産地であるこ

とをＰＲします。

○グリーン・ツーリズム、農泊推進（農村整備課）

風土、歴史、農業体験等の地域資源を生かしたグリーン・ツーリズムや農泊の推

進により、本県農業・農村の魅力発信や価値感の向上につなげます。

農政部各課所の取組

【Ｇ-アナライズ＆ＰＲチームの取組】

群馬県産農畜産物の「健康」や「おいしさ」に関与する成分を分析して強みを見

いだし、その強みを効果的な販売戦略や生産性の向上につなげます。

高まる健康志向に対応するため、「食べることで健康になる」という視点に立

ち、農畜産物の持つ機能性に重点を置いた分析を行い、機能性を表示した販売を

目指します。
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【情報配信によるPR】

○産地情報の発信（ぐんまブランド推進課、農業事務所）

ホームページ（ぐんまアグリネット）、ＳＮＳ（GUNMA QUALITY）、動画配信な

どで産地、生産者、農畜産物、料理方法など様々な情報を発信します。

○群馬の食材ＰＲ（ぐんまブランド推進課）

外食店などと連携し、料理の食材としての県産農畜産物の魅力を消費者へＰＲし

ます。

○野菜王国ぐんま強化総合対策事業（蚕糸園芸課）

野菜重点8品目、地域推進品目、加工・業務用野菜の販売促進活動や消費拡大活

動を支援します。

○こんにゃく消費拡大推進支援（蚕糸園芸課）

こんにゃく製品の需要拡大のため、製造事業者等が行う消費宣伝や品質向上の取

組を支援します。

○ぐんまの果樹新時代対応推進事業（蚕糸園芸課）

果実の消費拡大や販売対策、産地育成対策に係る費用を補助します。

○県産食肉の生産ＰＲ支援（畜産課）

家畜の生産環境や枝肉の品評会など、県産食肉の品質の高さと食肉が食卓に並ぶ

までを、生産者の思いと併せて動画で配信します。

具体的な施策

【話題づくりと消費者を意識したパブリシティ】

○ぐんまちゃん家と連携した産地プロモーション（ぐんまブランド推進課）

ぐんまちゃん家と連携したパブリシティ活動で、県内産地や県産農畜産物の露出

機会を増やし認知度を高めます。
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輸出額増 ・ 輸出取組拡大

特長を活かした
販売促進

需要に応じた
生産技術開発・普及

海外需要の
把握

輸出に取り組む生産者・事業者の支援・育成

海外需要の把握に努め、各国の要望・輸入条件等に合わせた生産・産地育成を
推進し、輸出品目・量の拡大を図ります。

海外需要の把握・流通
関係者との関係構築

海外バイヤー等を通じた需要把握を強化するとともに、国内
外の流通関係者との信頼関係構築を図ります。

海外需要に対応した生
産・技術開発・普及

輸出先国の需要・基準に応じた生産品目の振興及び植物検疫
等に応じた生産指導を行います。

輸出に取り組む生産者
等の支援

生産者・産地に対し、制度資金や補助事業を活用した支援を
行うとともに、ＧＡＰ(※)認証等の取得を指導し、販売競争力
向上を図ります。

海外における知的財産
権保護

海外における商標登録等の推進・指導を行い、知的財産権の
保護により安心して輸出に取り組める体制を整備します。

到達イメージ 輸出に取り組む生産者・事業者を支援・育成し、輸出取引拡大によ
り、産地の活性化及び国内需要の減少を見据えた安定的な販売体制
を確立します。

到達に向けた手段
に係る数値目標

青果物輸出金額 Ｒ元年：116百万円→Ｒ７年：200百万円

輸出に取り組む産地・事業者数 Ｒ元年：13→Ｒ７年：26

• 農畜産物の輸出により、海外での販路拡大による経済的なメリットはもとより、国内

においても、海外での評価や話題性がブランド力強化につながることが期待されます。

• オンラインを含む海外バイヤー商談会の開催や国際食品見本市への出展、越境ＥＣサ

イトの活用推進等により、商談機会の創出及び海外需要の把握に努め、「売れる品

目」を選定し、生産を振興します。

• 海外ＰＲ販売やフェアを実施し、Ｇ-アナライズ＆ＰＲチームなどによる科学的分析結

果に基づく特長を活かした販売促進活動により、県産農畜産物等の海外におけるブラ

ンド化の推進を図ります。

• 輸出を含めた多様な販売網を確保することにより、産地の活性化を目指します。

３ 輸出促進

・産地の活性化
・多様な販売網の確立

※Good Agricultural Practice＝農業生産工程管理
農業生産活動を行う上で必要な関係法令等の内容に則して定められる点検項目に沿って、農業生

産活動の各工程の正確な実施、記録、点検及び評価を行うことによる持続的な改善活動

県が行う具体的な取組



【海外需要の把握、流通関係者との関係構築】

○こんにゃく消費拡大推進支援（蚕糸園芸課）

国際見本市への製造事業者の出展支援、製品開発や海外向けＰＲ等の取組を支援

します。

○県産農畜産物等輸出促進（ぐんまブランド推進課）

オンラインを含む海外バイヤー商談会、現地ＰＲ販売、越境ＥＣサイトの活用推

進等により、県産農畜産物等の海外認知度向上に努めます。

ぐんま県産農畜産物統一ロゴマーク「GUNMA QUALITY」を使用した販売促進活動

により、「GUNMA」ブランドを発信します。
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海外需要の把握
流通関係者との
関係構築

海外需要に
対応した

生産技術開発と普及

輸出に取り組む
生産者等の
支援

海外における
知的財産権保護

農政課 ◎

農業構造政策課 ○

技術支援課 ◎ ◎

蚕糸園芸課 ○ ○ ○

ぐんまブランド推進課 ◎ ◎ ◎

畜産課 ○ ○ ◎ ○

農村整備課 ○

農業事務所 ◎ ○

試験研究機関 ◎

◎：主要な課・所、○関連する課・所

【海外需要に対応した生産技術開発と普及】

○輸出に係る生産園地・選果こん包施設登録・認証（技術支援課、農業事務所）

輸出を希望する産地において、輸出先国の規制に応じた生産園地、選果こん包施

設登録、施設認証に関する検査を実施します。また、当該施設についてＧＡＰ認

証取得の推進・指導を行います。

○海外需要や輸入条件に応じた生産技術指導

（技術支援課、農業事務所、試験研究機関）

輸出先国・生産品目毎に異なる植物検疫・衛生基準に対応した生産技術・衛生管

理指導を行います。

具体的な施策

農政部各課所の取組
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【海外における知的財産権保護】

○輸出先国・地域における県育成品種候補の育成者権の検討（農政課）

県育成品種候補は、将来の輸出先国・地域における育成者権の取得等を含め総

合的に検討し、県育成品種の海外流出防止と海外で勝手に作らせない対策を講じ

ます。

○県産農畜産物等輸出促進（ぐんまブランド推進課）

海外における県産農畜産物等の商標登録等を行うとともに、生産者等に対して

登録推進・指導を行います。

【輸出に取り組む生産者等の支援】

○制度資金や補助事業を活用した支援

（農業構造政策課、蚕糸園芸課、畜産課、農業事務所）

輸出の促進に取り組み、経営規模の拡大、所得向上を図るために必要な機械や

施設の整備を支援します。

○県産農畜産物等輸出促進（ぐんまブランド推進課）

海外における県産農畜産物等の商標登録等を行うとともに、生産者等に対して

登録 推進・指導を行います。

具体的な施策
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農産物直売所

加工品開発

農家レストラン など

観 光 農 園

生産（１次産業）

×加工（2次産業）

×流通・販売（３次産業）

生産者自らが、生産から加工・販売まで一貫して行う取組である「６次産業化」を支援

所得向上

雇用創出

相談窓口の設置、商品
開発・販路開拓の支援

６次産業化に関する相談窓口の設置や新たな農産加工技術の
開発により生産者による商品開発を支援するとともに、交流
会等の開催により、事業者間の連携や販路開拓を支援します。

人材の掘り起こし、
担い手、経営体の育
成・活動支援

６次産業化に取り組もうとする意欲のある事業者の掘り起こ
しを行うとともに、研修会等の開催により、事業化に必要な
知識や技術の習得を支援します。

６次産業化による農産
物の高付加価値化、地
域活性化

多様な地域資源を生かし、商品の開発や観光との連携を図る
ことで、地域の活性化を図ります。

到達イメージ 加工（２次産業）や流通・販売（３次産業）までを一体的に展開す
る生産者を掘り起こし、生産者による商品開発や販路拡大などの支
援により、生産者の所得向上や雇用創出を通じて、農村地域を活性
化させます。

到達に向けた手段
に係る数値目標

農業生産関連事業
年間総販売金額（百万円）
※農林水産業「６次産業化総合調査」

令和元年度（基準年）：66,465
↓

令和7年度（目標年）：70,554

４ ６次産業化

• １次産業の担い手である生産者が、加工（２次産業）や販売（３次産業）まで一体的

に展開する取組が６次産業化です。６次産業化は、農畜産物等に新たな付加価値を与

え、所得の向上や地域の雇用創出につながる取組として期待されています。

• 生産者が６次産業化に取り組む際には、経営や衛生･品質管理等の幅広い知識の習得

や、魅力的な商品の開発、販路の開拓など、解決しなければならない課題が多くあり

ます。

• こうした課題を解決するため、６次産業化サポートセンターによる指導･助言、知識

や技術の習得を目的とした研修会の実施、同業種･異業種間の交流機会の創出、新た

な加工技術の開発･普及、農業制度資金の活用支援などの多彩な支援を行い、６次産

業化に向けた取組を促進します。

生産者が、自ら農畜産物の魅力を高め伝える取組を促進します。

＝6次産業化

地域活性化

県が行う具体的な取組
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相談窓口の開設
商品開発･販路開拓

の支援

人材の掘り起こし、
担い手、経営体の
育成・活動支援

６次産業化による
農産物の高付加価値化

地域活性化

農政課

農業構造政策課 ◎

技術支援課 ◎ ◎

蚕糸園芸課

ぐんまブランド推進課 ◎ ◎ ◎

畜産課

農村整備課 ○ ○

農業事務所 〇 ○ ○

試験研究機関 ○

○６次産業化推進（ぐんまブランド推進課、農業事務所）

６次産業化サポートセンターを設置し、６次産業化に取り組む事業者による商品開

発や販路開拓を支援します。

また、新たに６次産業化に取り組む事業者の掘り起こしと人材育成に努めます。

さらに、生産者団体、商工団体、行政機関等の関係機関で構成する６次産業化推進

連絡会議を設置し、各機関の情報共有と連携を図りながら、効率的・効果的に事業者

の取組を支援します。

○制度資金や補助事業を活用した支援（農業構造政策課、農業事務所）

６次産業化に取り組み、経営規模の拡大、所得向上を図るために必要な機械や施設

の整備を支援します。

○農村女性起業組織の活動支援（技術支援課、農業事務所）

６次産業化に取り組む農村女性起業の広域的組織に対して、研修会や情報交流会の

開催を支援します。

◎：主要な課・所、○関連する課・所

具体的な施策

農政部各課所の取組
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生産者の地産地消活動
支援

農産物直売所や学校給食との連携など、各地域の生産者の取
組状況に応じた支援を行います。

生産者と消費者の顔の
見える関係づくり

旅館・ホテルに加え、６次産業化とも連動して生産者と食品
製造事業者とのマッチングを図ることで、県産農畜産物の地
域内の消費拡大を図ります。

県産農畜産物に親しむ
環境づくり

地産地消推進店（小売店）に県産農畜産物統一ロゴマークの
常時掲示を促し、消費者が県産であるとの認識を持ちやすく
することで、愛着を醸成します。

到達イメージ 県内至る所で県産農畜産物を購入することができ、県民が県産農
畜産物に愛着を持ち、県産農畜産物の良さを誇ることができるよ
うになることが到達目標です。

到達に向けた手段
に係る数値目標

ぐんま地産地消優良登録店舗数 令和元年度（基準年）：69
↓

令和7年度（目標年）：100

県民に地産地消の取組を促し、農業・農村への理解促進と県産農畜産物への愛
着醸成を図ることで、県産農畜産物に対する価値感を高めるとともに、域内流
通を活性化させます。

• これまでの取組により、小売店や学校給食では地産地消の取組が定着しています。ま

た、県内の多くの旅館、ホテルや飲食店にも、地産地消に取り組んでいただき、県民

及び来県者が容易に県産農畜産物を味わえるようになっています。

• コロナ禍により、長いサプライチェーンの脆弱性や、食・生産資材・労働力等あらゆ

る財の外部依存のリスクが明確になりました。今後は、消費者や流通事業者の、より

一層の参加を促し、地産地消の取組を強化することで、県産農畜産物に対する価値感

を高めるとともに、域内流通を活性化させます。また、施設や企業の給食事業者、食

品製造事業者の参加を促し、地産地消の取組への県民参加の機会を増やします。

５ 地産地消推進

生産者の地産地消活動支援 県産農畜産物に親しむ環境づくり

生産者と消費者の顔の見える関係づくり・域内流通活性化

生産者

○農産物直売所
○学校給食
○飲食店・小売店
○旅館・ホテル
○食品製造事業者

県が行う具体的な取組

消費者
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生産者の
地産地消活動

支援

生産者と消費者の
顔の見える
関係づくり

県産農畜産物に
親しむ

環境づくり

農政課

農業構造政策課 ○ ○ ○

技術支援課 ○ ◎

蚕糸園芸課

ぐんまブランド推進課 ◎ ◎

畜産課 ○ ○

農村整備課

農業事務所 ◎ ○ 〇

試験研究機関 〇

○地産地消サポート（ぐんまブランド推進課、農業事務所）

地産地消に積極的な飲食店、旅館、ホテル、小売店などを「ぐんま地産地消推進

店」、「ぐんま地産地消優良店」に認定し、これらの店舗の取組を支援します。

○GUNMA QUALITY活用（ぐんまブランド推進課）

ぐんま県産農畜産物統一ロゴマーク「GUNMA QUALITY」を活用し、消費者が様々

な農畜産物の中から群馬県産を選びやすくしていきます。

○農村女性組織等による地産地消活動支援（技術支援課、農業事務所）

農村女性で組織する「生活研究グループ」や「若手農業女性ネットワーク」によ

る地産地消活動を支援します。

◎：主要な課・所、○関連する課・所

具体的な施策

農政部各課所の取組



年 度 取 組

平成20年度 蚕糸園芸課内に「ぐんまブランド推進室」を設置
• Ｇブランド産地指定制度のあり方検討
• 農産物における「群馬ブランド」全般について総合的に検討、農産物における「群馬ブラン
ド」の存在感向上を図る

「地産地消推進店優良店」制度開始
・平成16年度に認定を開始した「地産地消推進店」制度の質的充実を目的に創設
※令和3年2月時点「地産地消推進店」452店、「地産地消推進店優良店」72店

平成21年度 「ぐんま食材セレクション100」を発行
・「県民が選んだ群馬のオススメ食材」を紹介することを目的に、県民による推薦を経て選定

委員会により68品目を選定。食材の特徴の他、消費者の声も掲載
「県産農畜産物販売協力店」の指定を開始

・都内における県産農畜産物の利用拡大と認知度向上を目的に、都内近郊の飲食店、小売店を
指定し、県産食材の活用拡大を図る

※令和3年2月時点60店

平成22年度 平成元年（蚕糸園芸課当時）に創設した｢Ｇブランド産地指定制度』を廃止
• Ｇブランドマーク商標権を全農ぐんまに譲渡

「群馬県農畜産物販売戦略協議会」を設置
• 生産・加工、流通・販売、消費、観光等の関係団体を構成員に、県産農畜産物のブランド力
と販売競争力の強化の取組を協議

「総合ＰＲ事業の創設」（平成30年度で終了）
• 県内に加え首都圏でのＰＲ展開を強化するため、広告代理店等への業務委託を開始

「ぐんまアグリネット」リニューアル
・県産農畜産物情報発信サイト「ぐんまアグリネット」を現在の形に充実化

平成25年度 「ぐんまの食材お試し便」を開始
・販売協力店に対する支援の一環として開始
※年間4回程度の食材提供を継続中

平成26年度 販売戦略協議会に「女子会」（愛称：ひめラボ）を設置
• 女性ならではの発想を活かして県産農畜産物のブランド化を検討

販売戦略協議会に畜産部会「肉食のすすめ推進委員会」を設置（平成30年度で終了）
• 県産食肉の消費拡大に向けて体制を強化

「群馬県すきやきプロジェクト」の一環として「ぐんま・すき焼きアクション」を始動
・牛肉、こんにゃく、下仁田ねぎ等本県産農畜産物の消費拡大、ブランド力強化
※「群馬県すきやきプロジェクト」は令和元年度に終了

平成27年度 「ぐんまブランド推進課」を設置

平成28年度 「群馬県農畜産物ブランド力強化基本戦略」を策定
• 関係機関・団体が一体となった本県農畜産物のブランド戦略を推進

県産農畜産物統一ロゴマーク『GUNMA QUALITY』制定
• 県産農畜産物の認知度向上・ブランドイメージの向上
• ロゴの使用拡大に向けて関係機関・団体と連携し普及推進

平成30年度 群馬県農畜産物販売戦略協議会の組織見直し
ぐんま地産地消県民運動推進会議との統合→『群馬県農畜産物ブランド戦略協議会』を設置

令和元年度 「G-アナライズ＆PRチーム」発足
群馬の農畜産物の成分等を分析し、その特徴と魅力を発信し、生産と消費の拡大を図ることを
目的に、知事直轄のプロジェクトチームとして発足

参 考 県産農畜産物ブランド力強化対策のあゆみ
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策定経過

【令和元年度】
第１回群馬県農畜産物ブランド戦略協議会 令和元年 ８月３０日

第２回群馬県農畜産物ブランド戦略協議会 令和２年 ３月２７日
（書面開催）

第１回群馬県農畜産物ブランド化推進検討ＷＧ 令和元年 ６月２１日

第２回群馬県農畜産物ブランド化推進検討ＷＧ 令和元年 ７月１８日

第３回群馬県農畜産物ブランド化推進検討ＷＧ 令和元年 ８月２２日

第４回群馬県農畜産物ブランド化推進検討ＷＧ 令和元年１２月１６日

第５回群馬県農畜産物ブランド化推進検討ＷＧ 令和２年 １月３０日

【令和２年度】
第１回群馬県農畜産物ブランド戦略協議会 令和２年 ６月１２日

第１回群馬県農畜産物ブランド化推進検討ＷＧ 令和２年 ６月 ３日
（書面開催）

第２回群馬県農畜産物ブランド化推進検討ＷＧ 令和２年 ７月２８日

第３回群馬県農畜産物ブランド化推進検討ＷＧ 令和２年１０月 ８日

第２回群馬県農畜産物ブランド戦略協議会 令和２年１１月３０日
（書面開催）


